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令和７年度今治市移住者住宅改修支援事業実施要領 

 

第１ 事業の概要 

 １ 目的 

  県外（日本国内に限る。以下同じ。）からの移住を促進し、人口減少の抑制

と集落機能の維持及び存続を図るため、「若者人材」の確保・定着の促進策と

して、移住者が行う住宅の改修等に要する費用に対し、愛媛県が実施する移住

者住宅改修支援事業を活用し、予算の範囲内で補助を行います。 

 

 ２ 補助対象者 

  次のいずれにも該当する者  

  ① 令和２年４月１日以後の移住者（県外から県内に住民票を異動した者）で

あって市内に住所を有する者（住宅の改修後、速やかに転居しようとする

者を含む。）又は市の地域おこし協力隊として委嘱された者若しくはその

退任者で市内に住所を有する者 

    なお、移住者であっても、以下の理由によるものは除きます。 

    （ア）県内の高等学校、大学、高等専門学校等への就学  

    （イ）所属企業等の業務命令に基づく転勤又は所属企業と関連のある企業

等への赴任  

  ② 購入し、又は賃借した空き家に５年以上居住する意思を有する者  

  ③ 働き手世帯（補助金の交付申請日において構成員のうち少なくとも１人が

18歳以上60歳未満である世帯）に属する者  

  ④ 本人及び同一世帯に属する者が前住所地を含め市町村税（市町村民税及び

固定資産税をいう。）を滞納していない者  

  ⑤ 過去に当該補助金の交付を受けたことがない者  

  ⑥ 当該空き家の改修等を行うことができる権原を有している者  

 

 ３ 補助対象事業 

  上記の補助対象者が行う以下の事業  

  ① 「住宅の改修」 

     居住を目的として、愛媛県空き家情報バンク、市空き家バンク若しくは

市長が市空き家バンクに準ずるものとして認めたものを通して購入し、又

は賃借した一戸建て物件（住宅と店舗・事業所等が一体の住宅を含む。た

だし、店舗・事業所部分にはこの補助金は使用できません。）を改修する

事業 
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  ② 「家財道具の搬出等」  

     当該空き家に居住するために不要な家具等を搬出や清掃等する事業  

  事業①②の補助対象経費の詳細については、別表２のとおりです。 

 

 ４ 補助率及び補助限度額  

  補助率及び補助限度額については、別表３のとおりです。 

 

 ５ 補助対象としない事業  

  ① 事業費総額が下限額（「住宅の改修」においては 50万円、「家財道具の搬

出等」については５万円）を下回るもの  

  ② 過去にこの制度により補助を受けて改修した空き家を対象とする事業  

  ③ ３親等以内の親族より取得又は賃借した空き家を対象とする事業  

  ④ 補助金交付決定前に着工した改修等 

  ⑤ 申請年度内に完了しない事業 

 

 ６ その他 

  ① 事業実施は原則として市内の施工業者によるものとします。 

    なお、旧関前村の地域については、その具体的理由を理由書（任意様式）

で確認した場合のみ、広島県呉市または大崎上島町等の業者を利用可としま

す。 

    また、自ら改修等を実施することも認めます。ただし、自己改修の場合、

材料費に相当する費用（釘、ビス、接着剤等の消耗品、工具類並びに人件費

等は除く）のみ認めるものとします。 

  ② 補助対象事業が、他の補助制度による補助金を受ける場合においては、当

該他の補助制度の交付対象となった事業に係る経費は、補助対象経費から差

し引いてください。 
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 別表１（指定地域） 

 地域 

①  人口減少率が著しい地域  

九和小学校区に属する地域  

菊間小学校区に属する地域  

亀岡小学校区に属する地域  

吉海小学校区に属する地域  

宮窪小学校区に属する地域  

上浦小学校区に属する地域  

大三島小学校区に属する地域  

岡村小学校区に属する地域  

②  国の地

域振興

関連法

におい

て指定

する地

域 

 

(ア)過疎地域自立促進特別措置法（平

成12年法律第 15号）第２条第１項の規

定に基づき公示された過疎地域（同法

33条第１項又は第２項の規定により過

疎地域とみなされる区域を含む。）  

旧菊間町、旧吉海町、旧宮窪

町、旧伯方町、旧上浦町、旧

大三島町、旧関前村の地域  

(イ)山村振興法（昭和 40年法律第64号）

第７条第１項の規定に基づき指定され

た振興山村地域  

玉川町龍岡地区の地域  

(ウ)離島振興法（昭和 28年法律第72号）

第２条第１項の規定に基づき指定され

た離島振興対策実施域  

来島、小島、馬島、比岐島、

津島、鵜島、大下島、小大下

島 
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別表２（補助対象経費）  

補助対象経費 

住宅の

改修 

木工事 部屋の増改築、間仕切りの変更、床材・内壁等の変更等  

屋根工事 屋根材葺き替え、雨漏り修理、屋根瓦の補修等  

サッシ工事 玄関建具取替え、断熱サッシ工事、シャッター取付け等  

建具工事 各種建具（ドアノブ、鍵、戸車、レール等）取替え等  

内装工事 床、天井、壁等のクロス貼替え等  

外装工事 外壁の改修、張替え、塗替え、コーキング補修等  

塗装工事 屋根・外部鉄部塗替え等  

左官タイル工事  室内壁塗替え、内外タイル貼替え補修等  

給排水設備工事  給湯設備、浴室、洗面、トイレ、キッチン改修工事等  

電気設備工事 老朽電気配線、コンセントの取替え等  

エクステリア工事  住宅と一体化しているテラス及びベランダの設置、改修等  

省エネ設備工事  
住宅に組み込まれる省エネ設備の設置工事（家庭用蓄電

池、高効率給湯器、雨水貯蓄設備等）  

外構工事等 

車庫、物置、倉庫、門扉、壁等の工事及び植樹、剪定、除

草等の植栽工事（住宅本体の改修と合わせて行うものに限

る。） 

家財道

具の搬

出等 

入居又は住宅の改修のために不要な家財道具の搬出入、処分又は清掃  

 

※住宅構造の改修工事を伴わない機器・備品等の購入（エアコン、テレビ、パソ

コン等の電化製品又は照明器具、カーテン、家具等）及び設置は、補助対象外

です。 
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別表３（補助率及び補助金限度額）  

事業 補助率 
補助金限度額 

指定地域 指定地域以外の地域  

住 宅 の

改修 

補助対象経費の

２/３ 

（ 1,000円未満の

端数切捨て）  

 

※補助金限度額と

比較して、いず

れか低い方の額

を補助金額とし

ます。 

 

(１)働き手世帯 150万円 

 

(２)子育て世帯 

① 18歳未満の子が１人

の場合 300万円 

 

② 18歳未満の子が２人

の場合 400万円 

 

③ 18歳未満の子が３人

以上の場合 500万円 

 

 

(１)働き手世帯 100 万円 

 

(２)子育て世帯  

① 18 歳未満の子が１人

の場合 200 万円 

 

② 18 歳未満の子が２人

の場合 300 万円 

 

③ 18歳未満の子が３人

以上の場合 400万円 

 

家 財 道

具 の 搬

出等 

補助対象経費の

２/３ 

（ 1,000円未満の

端数切捨て）  

 

※補助金限度額と

比較して、いず

れか低い方の額

を補助金額とし

ます。 

25万円 20万円 

 

※子育て世帯とは、働き手世帯であってかつ、補助金の交付申請日が属する年度

の４月１日時点において18歳未満の子（ただし、当該年度の４月２日が 18歳の

誕生日の者を含む）がいる世帯のことです。 
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第２ 募集方法 

 

 １ 募集方法 

  原則として、予算額を上限とした先着順募集とします。 

  ただし、年度当初にこの事業の周知期間（第１次募集の期間）を設け、当該

期間内に申し込みをした者について、抽選により、優先順位をつけることとし

ます。 

 

 ２ 募集期間 

  第１次募集 令和７年４月９日（水）～令和７年４月28日（月） 

  第２次募集 令和７年５月１日（木）以降予算がある限り随時  

  ※申込に必要なすべての書類を整えて提出されたものに限ります。不完全な

申込書類は、受付いたしません。  

 

 

 

第３ 第１次募集 

 

 １ 事前相談 

  (1) 事前相談期間 

    令和７年４月９日（水）～令和７年４月28日（月）の執務時間中  

 

  (2) 事前相談の内容  

    事業の概要に関する問い合わせへの対応、様式の配布  

 

  (3) 事前相談先 

    本庁・朝倉・玉川・波方・大西・菊間・関前の各地域においては  

     地域振興部 地域政策局 地域振興課 

    吉海・宮窪・伯方・上浦・大三島の各地域においては  

     地域振興部 しまなみ振興局 しまなみ振興課  

    ※以下の説明において、地域振興課としまなみ振興課を列記している場

合は、標記地域区分とします。 

 

  (4) 事前相談方法 

    地域振興課・しまなみ振興課での面談、電話等  
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  (5) その他 

    店舗兼住宅を改修する内容の事業であった場合は、関係機関（市建築住

宅課、消防本部警防課、保健所等）に相談するよう伝えます。 

 

 ２ 事前申込 

  (1) 事前申込受付期間  

    令和７年４月９日（水）～令和７年４月28日（月）の執務時間中  

 

  (2) 事前申込先 

    地域振興部 地域政策局 地域振興課 

          しまなみ振興局  しまなみ振興課  

 

  (3) 事前申込方法 

    受付期間中に以下の事前申込書類を提出（郵送可。必着）  

 

  (4) 事前申込書類 

   ① 今治市移住者住宅改修支援事業  事業計画書 

   ② 補助対象事業費の算出根拠（見積書 ※参考様式あり） 

   ③ 住宅の図面（配置図及び平面図）  

   ④ 誓約書 

   ⑤ 空き家バンクに搭載されていることを証するもの  

   ⑥ （自己所有の場合）登記簿の写し  

     （賃貸物件の場合）改修についての確認書 ※参考様式あり 

 

  (5) 事前申込受付時の市の対応  

    地域振興課・しまなみ振興課職員による聞き取り及び書類を通して、補

助対象になりうるかを確認します。受け取った事前申込書類については、

事業計画書に受付番号を記入の上、控えを申込者に渡します。 

 

  (6) 事前申込の結果  

    事前申込の結果、申込額の合計が予算額を上回った場合、事前申込者の

中から、補助金の交付を受けようとする者の優先順位を付す抽選を実施し

ます。 

    予算額を下回った場合は、事前申込者全員を当選者とし、事前申込書類

で提出した改修等の内容で「４．交付申請」の手続きを行ってもらいます。 
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  (7) 抽選の実施について  

   ① 抽選の日時・場所  

     上記(6)の事前申込の結果により、抽選を実施します。 

     なお、抽選は下記日程にて実施します。 

      日時 令和７年５月16日（金）午後２時から 

         （受付は午後１時30分～午後２時まで） 

      場所 今治市役所本庁第２別館11階 特別会議室１号 

 

   ② 抽選への出席等  

     抽選の際には事前申込者本人若しくは代理人の出席を求める。代理人が

出席する場合は委任状を提出してもらいます。 

     なお、当事業は移住支援事業であり、事業実施前は事前申込者が市外に

居住している方がいる場合を考慮し、抽選時に市外に居住し、予め本人か

ら委任状を提出する事前申込者については、市職員が抽選を代行するよう

申し出ることができます。 

 

   ③ 抽選の手順・方法  

     抽選の手順・方法については以下のとおりとします。 

     (ア) 抽選の実施通知  

        申込者に対して、電話・郵便等で抽選を実施する旨を通知します。 

        なお、抽選の際に「事業計画書の控え」を持参してもらうこと、

代理人が出席する場合には委任状が必要なこと、また、抽選時に市

外に居住する者には、予め委任状を提出すれば、地域振興課又はし

まなみ振興課職員が抽選を代行する旨を必ず伝えます。 

     (イ) 抽選受付時に行うこと  

      (Ⅰ) 受付時の本人確認  

         事前申込者本人もしくは代理人であることを持参した「事業計

画書の控え」や「委任状」にて確認を行います。「事業計画書の

控え」を持参していない方、代理人で申込者からの委任状を提出

しない方、遅刻した方については欠席者として扱います。 

      (Ⅱ) 欠席者の確認  

         抽選開始前に欠席者の番号と氏名を呼び、欠席していることを

確認します。 

      (Ⅲ) 抽選欠席者の取り扱い  

         抽選を欠席した者（委任状を提出した者を除く。）は、当該補

助を受ける意思がないものとみなし、補助金の交付を受けようと

する者の優先順位から除外します。 
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     (ウ) 抽選の手順 

      (Ⅰ) 応募状況及び抽選方法の説明  

         受付終了後、抽選を開始する前に、事前申込者数、当日の出席

者数（予め委任状を提出した申込者数を含む。）、欠席者数を報

告し、抽選順を決めるための予備抽選を行わず事前申込の受け付

け順に抽選を行う事等の抽選方法の説明を行います。 

      (Ⅱ) 抽選の実施 

       Ａ．容器の中にそれぞれ番号が振られている球を出席者数（予め

委任状を提出した事前申込者数を含む）と同じ数だけ入れま

す。 

       Ｂ．立会人を事前申込者から２人選出します。特に異議が無けれ

ば、出席している事前申込者の中から、事前申込順の最後と

その１つ前の方にお願いします。 

       Ｃ．申し込みの受け付け順に１人１個の球を引いてもらいます。 

       Ｄ．引いた球は容器の中に入れ、担当者と立会人が番号を確認し

ます。 

       Ｅ．引いた球にかかれている番号を順位とします。 

       Ｆ．順位を記入した用紙を担当者から事前申込者に渡します。 

       Ｇ．誤って２個以上球を引いた場合は、引いた球を全て容器に戻

し、改めて引き直してもらいます。 

       Ｈ．抽選が終わり次第、事前申込者は帰って構いません。 

       Ｉ．予め委任状が提出された事前申込者にかかる抽選を行う際は、

地域振興課又はしまなみ振興課職員が当該申込者の抽選を代

行します。 

      (Ⅲ) 結果発表 

         抽選の結果、優先順位の上位から順に予算額を割り当て、予算

額が割り当てられた事前申込者を当選者とし、予算額の不足によ

り、割り当てられなかった順位以下の事前申込者は落選者としま

す。 

当選及び落選の結果発表は後日、文書にて通知します。 

        ※この補助金は、愛媛県との連携事業のため、県と予算調整後

の通知となります。 

 

   ④ 当選者の取り扱い  

     当選者に、事前申込で提出した改修等の内容で「３．交付申請」の手続

きを行ってもらいます。 
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   ⑤ 落選者の取り扱い  

     抽選後、当選者が補助要件を満たさなかった場合や辞退した場合及び県

から追加配分が認められ、補正措置が行われた場合等においては、落選者

の中で優先順位が上位の者より順に繰り上げ当選者として扱います。 

     この時点での順位は、次項以降の第２次募集による申込者の順位に優先

します。 

     また、この順位は、令和７年度限り有効とし、令和８年度においては、

改めて、事前相談から始まる手続きにより、新たな順位を割り振るものと

します。 

 

 

 

第４ 第２次募集  

 

 １ 事前相談 

  (1) 事前相談期間 

    令和７年５月１日（木）以降随時（執務時間中）  

    （令和７年６月末頃までを目途） 

     ※令和７年度予算額に達したときは、事前告知なく、打ち切る場合が

あります。 

 

  (2) 事前相談の内容  

    事業の概要に関する問い合わせへの対応、様式の配布  

 

  (3) 事前相談先 

    地域振興部 地域政策局 地域振興課 

 しまなみ振興局  しまなみ振興課  

 

  (4) 事前相談方法 

    地域振興課・しまなみ振興課での面談、電話等  

 

  (5) その他 

    店舗兼住宅を改修する内容の事業であった場合は、関係機関（市建築住

宅課、消防本部警防課、保健所等）に相談するよう伝えます。 
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 ２ 事前申込 

  (1) 事前申込受付期間  

    令和７年５月１日（木）以降随時（執務時間中）  

    ※令和７年度予算額に達したときは、事前告知なく、打ち切る場合があ

ります。 

 

  (2) 事前申込先 

    地域振興部 地域政策局 地域振興課 

          しまなみ振興局  しまなみ振興課  

 

  (3) 事前申込方法 

    執務時間中に以下の事前申込書類を提出（郵送可。）  

 

  (4) 事前申込書類 

   ① 今治市移住者住宅改修支援事業費  事業計画書 

   ② 補助対象事業費の算出根拠（見積書 ※参考様式あり） 

   ③ 住宅の図面（配置図及び平面図）  

   ④ 誓約書 

   ⑤ 空き家バンクに搭載されていることを証するもの  

   ⑥ （自己所有の場合）登記簿の写し  

     （賃貸物件の場合）改修についての確認書 ※参考様式あり 

 

  (5) 事前申込受付時の市の対応  

    地域振興課・しまなみ振興課職員による聞き取り及び書類を通して、補

助対象になりうるかを確認します。受け取った事前申込書類のうち事業計

画書に受付番号を記入の上、控えを申込者に渡します。 

 

  (6) 事前申込の結果  

    申込者が申し込みを行った段階で、予算残額がある場合は、先着順で事

業実施の案内します。 

    申込者が申し込みを行った段階で、既申込額の合計が予算額を上回って

いる場合、優先順位者が補助要件を満たさなかった場合や辞退した場合及

び県から追加配分が認められ、補正措置が行われた場合等においては、優

先順位が上位の者より順に繰り上げ当選者として扱います。 

    なお、この順位は、令和７年度限り有効とし、令和８年度においては、

改めて、新たな順位を割り振るものとします。 
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第５ 交付申請 

 

 １ 申請受付期間 

  第１次申込による当選者等  

   令和７年６月２日（月）～令和７年６月30日（月）の執務時間中（予定） 

    なお、期日までに正当な理由なく交付申請書の提出が無かった者は、事

前申込及び抽選による優先権を失います。 

 

   繰り上げ当選者及び第２次申込による者  

    市長が指定する日 

 

 ２ 申請先 

  地域振興部 地域政策局 地域振興課 

        しまなみ振興局  しまなみ振興課  

 

 ３ 申請方法 

  原則持参してください。 

  なお、補助金交付申請は、事前申込で提出した改修等の内容とし（軽微な変

更等により市が認めたものを除く。）、事前申込の補助対象経費の額を超える

申請はできません。 

 

 ４ 提出書類 

  ① 今治市移住者住宅改修支援事業費補助金交付申請書  

  ② 今治市移住者住宅改修支援事業  事業計画書 

  ③ 世帯全員の住民票  

  ④ 誓約書 

  ⑤ 市町村税納税証明書（同一世帯の納税義務者を含む）※ 1 

  ⑥ 申請者が補助対象物件に係る住宅の改修等を行うことができる権原を有

することを証明する書類※ 2 

  ⑦ 補助対象事業費の算出根拠（見積書 ※参考様式あり） 

  ⑧ 住宅の図面（配置図及び平面図）  

  ⑧ 現況写真 ※参考様式あり 

  ⑨ 他の公的助成制度利用の場合は、その制度の申請書の写し  

  ⑩ その他市長が必要と認める書類  
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   ※１ 「⑤ 市町村税納税証明書」については、住所地の納税証明書を提出

してください。この場合、前住所地が当市と同じく完納証明書を発行し

ている場合は完納証明書を提出してください。完納証明書を発行してい

ない場合は、交付申請時から最長３年間を目途に、遡ることのできる範

囲で各年の納税証明書を提出してください。 

      なお、既に当市に住民票を異動し、課税されている方については、上

記に加えて当市の完納証明書も提出してください。 

 

   ※２ 「⑥ 申請者が補助対象物件に係る住宅の改修等を行うことができる

権原を有することを証明する書類」について、自己所有の場合は、登記

簿の写し（事前申込時点で登記が完了している物件であること。）を提

出してください。  

     また、賃貸住宅の場合は、改修等について貸主より合意を得たことが

わかる確認書（参考様式あり）又は賃貸借契約書に改修等についての記

載があるものを提出してください。  

      なお、賃貸住宅の場合も貸主の所有であることを確認するため、登記

内容を確認させていただきます。  

 

 ５ 申請内容の審査 

  申請された内容について、補助金交付の条件を満たしているか等の審査を行

います。建築確認申請の要否については、建築住宅課に確認を依頼し、必要が

あれば現地確認を実施します。上記の現地確認等については、申請前に予め実

施することもあります。 

 

 ６ 補助金交付決定の通知  

  申請の内容が適当と認めたときは、書面にて交付決定を通知します。 
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第６ 事業の着手 

 

 １ 着工届の提出 

  補助金交付決定を受けてから施工業者が住宅の改修等に着工するときは、あ

らかじめ着工届（参考様式あり）を提出してください。  

 

 

 

第７ 事業の実績報告及び補助金交付 

 

 １ 実績報告受付 

  令和８年１月30日(金)までに提出(厳守) 

  事業完了後、補助対象者から実績報告を受け付け（原則持参。郵送不可）、

審査を行います。事業計画に従った住宅の改修等の実施内容については、建築

住宅課に確認を依頼し、必要があれば現地確認を実施します。 

 

 ２ 提出書類 

  ① 今治市移住者住宅改修支援事業実績報告書  

  ② 今治市移住者住宅改修支援事業  事業実績書 

  ③ 世帯員全員の住民票  

  ④ 補助対象事業費の明細書（工事費用精算書 ※参考様式あり） 

  ⑤ 補助対象事業費の支払いが確認できる書類の写し  

  ⑥ 完成写真 ※参考様式あり 

  ⑦ 他の公的助成制度利用の場合は、その制度の完了報告書の写し  

  ⑧ その他市長が必要と認める書類  

 

 ３ 補助金の確定の通知  

  実績報告書の審査の後、補助金の額を確定し、書面にて通知します。 

 

 ４ 補助金の交付 

  申請者から請求書を受理し、補助金を交付します。 


